
強くしなやかな国土創造計画

公益社団法人日本青年会議所 国家グループ
2023年度 強くしなやかな国土創造委員会



●当委員会の担い

 インフラを推進する事業の企画・実施

 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

 有事に備えた防災ネットワークの強化

 災害が起きた場合の迅速な支援の展開



 インフラを推進する事業の企画・実施

日本のインフラ整備の軸

【国土強靭化計画】

H26年閣議決定

H30年～R2年
(3か年緊急対策)

R3年～R7年
(5か年加速化対策)

R8年～
（未定）



 インフラを推進する事業の企画・実施

持続可能な日本のインフラ整備の在り方

【公共性が高い建物】

◇官民連携

●PFI/PPP

【公共性が高い土木インフラ】

知名度も高く自走している。

●SIB 知名度が低く、実例がない。



 インフラを推進する事業の企画・実施

インフラ整備に対しての民間からの寄付



 インフラを推進する事業の企画・実施

持続可能な日本のインフラ整備の在り方

【官民連携】

【内閣官房発行】

【4ページ】

【拡大】



 インフラを推進する事業の企画・実施

企業版ふるさと納税を活用したインフラ整備促進

●仙台市の事例

ペデストリアンデッキ(歩道橋)の整備に対し23.5億円の寄付



 インフラを推進する事業の企画・実施

企業版ふるさと納税を活用したインフラ整備促進

●企業メリット

企業版ふるさと納税の市場規模の推移

法人関係税が自治体への寄付額の最大９割が軽減され
企業の実質的負担額は1割まで圧縮される。



 インフラを推進する事業の企画・実施

企業版ふるさと納税を活用したインフラ整備促進

●企業が企業版ふるさと納税を活用しない理由

受け皿である都道府県のプロジェクトが
適用範囲が広く、企業としては何に使用
されたか分からない。
企業は、CSRはしたいので、より具体的
なプロジェクトをお願いしたい。



 インフラを推進する事業の企画・実施

公益社団法人日本青年会議所としての運動

 都道府県に対して、インフラに特化した企業版ふるさと納税プロジェクト立ち上げのお願い
 内閣府が運営するポータルサイトを利用し全国へPRのお願い
 経団連、同友会、日本商工会議所への寄付のお願い
 全国に約3万人所属する青年会議所メンバー企業向けに寄付のお願い



 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

近年の大規模災害

10年に1度と言われる災害が頻繁に発生している。

1時間降雨量50mm以上の年間発生回数 土砂災害の発生件数



 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

命を守る行動計画を平時の段階から準備する

◇中小企業におけるBCP策定の現状

中小企業の約6割は必要で
あるとの認識はあるものの
策定には至ってない現状で
あります。
しかしながら、中小企業は
日本全国の約99.7％を占めて
おり、中小企業の意識変革を
生まなければ安全な国土とは
言えない現状です。

中小企業庁資料抜粋



 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

◇中小企業がBCP策定をしない理由

 策定に必要なスキル・ノウハウがない
 策定する人材を確保できない
 書類作りに終わってしまい実施できないから
 策定する時間を確保できない
 必要性を感じない
 自社のみ策定しても効果が期待できない
 リスクの具体的な想定が難しい
 策定する費用を確保できない



 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

◇中小企業にBCP策定を推進するために

中小企業が導入する現状のインセンティブは？

●現状のメリット

 入札の加点(建設業一部地域のみ)
 融資の金利引き下げ
 会社の信用度向上

まだまだ少ない現状



 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

◇日本青年会議所の運動

中小企業が導入するインセンティブを高める

他団体を巻き込み導入するためのインセンティブ
の調査を実施し、提言を行う。

行政

自助(自己防衛)、共助(助け合いの精神)を織り交
ぜたBCPの策定を推進する。

民間



 地域の実情に即したレジリエンス向上事業の推進

◇日本青年会議所の運動

内閣官房国土強靭化推進室が実施している
レジリエンス認証(国土強靭化貢献団体)の推進

地域の中小企業

地域住民を守る 行政

有事の際の援助

安心できる地域へ

企業に対しての支援

地域に根差す企業が
地域を守る



 有事に備えた防災ネットワークの強化

 災害が起きた場合の迅速な支援の展開

我々、青年会議所は全国に684LOMあり
全国に大きなネットワークを有しています。

【協定を結んでいる団体】

 全国社会福祉協議会
 全国災害ボランティア支援団体ネットワーク



 有事に備えた防災ネットワークの強化

 災害が起きた場合の迅速な支援の展開

近年の実績として
静岡県豪雨災害においても災害ボランティアを
派遣させて頂いています。

各地域との防災協定締結 災害時ボランティア状況


